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１．はじめに 

南太平洋の島嶼国であるマーシャル諸島共和国マジュロ環礁では、近年宅地開発等の人為的土地改変に伴う海

岸侵食が問題となっている。環礁州島とは環状のサンゴ礁上に低平な州島が形成されたものであり、中央部には

外洋と比べて水深の浅いラグーンが存在している。環礁州島のサンゴ礁については 100 年で 40cm までの海面上

昇に耐えられるとされているが 1)、IPCC 第 4 次報告書においては今後 100 年間に最大で 59cm と海面が上昇する

可能性があると報告されている 2)。そのため対象領域を含め低平な島嶼国においては自国の限られた資源を用い

た沿岸域の国土防護の必要性は益々高まると考えられる。横木ら（2005）はマジュロ環礁ローラ島にて 2004 年よ

りの年次調査において、SOPAC（太平洋諸島応用地球科学委員会）が 1997,1998 年に測量を行った測線をレベル

測量し、侵食の状況を観測している 3,4)。また桑原ら(2007)は沿岸域の空間情報の整備にて、ローラ島沿岸部標高

を砂浜から撮影した GPS カメラ画像の画像判読により高・中・低と区分を行っている 5)。以上の背景から，本研

究では，ここまでに収集・構築してきた地理情報を用いて，沿岸域の防護対策を施す優先地区選定プロセスを提

案することを目的とした． 

２．対象領域および使用データ 

(1)対象領域：マジュロ環礁ローラ地区を研究対象領域とした。図-1 にマジュロ環礁全図と各地域名称を示す． 

(2)使用データ：2000 年観測取得の IKONOS 画像を基準とした．1970 年,1983 年の航空写真に対して GCP を用いた

精密幾何補正処理を施した。1970 年の航空写真ではマジュロ環礁の主要部を含む計 73 枚に幾何補正を行った

(RMS エラー平均 0.10 ピクセル未満)。1983 年の航空写真はローラ島以外の部分は欠損が多く、計 11 枚に幾何補

正を行った(RMS エラー平均 13.0 ピクセル未満)。データの取得日や解像度等詳細は表-1 に示す通りとなる． 

３．作成した地理情報とランク値の表現 

(1)地理情報：評価式は，複数の要因の関係を定式化し，侵食の進行程度を表現することができる方法であるこ

とを勘案し，重回帰分析によることとした．次に，目的変数と説明変数を準備する必要がある．本研究では，目

的変数として佐藤ら(2006)により蓄積されたレベル測量データに加え、横木(2004)および山野(2007)の両論文にお

いて示された侵食堆積マップより 1983 年から 2000 年にかけて共通して侵食および堆積と抽出されているエリア

を選定した 8,9)。図-2 に侵食/堆積図を示す．研究提案の特徴は，航空写真や衛星データといった遠隔探査による

方法によって作成される情報に基づき，侵食/堆積の傾向に関する事前情報を得る点にある．既存研究で提示した

沿岸域を構成する地形と被覆の状況を勘案し，本研究では図-3 に示す地理情報を準備した． 

 (2)ランク値としての表現：表-2 に，各地理情報のランク値表現方法を示す．このうち，沿岸植生の占有率は年

毎に変化の傾向が異なることを考慮に入れて，２つの情報生成年区分を設定している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キーワード：気候変動，海岸管理計画，適応策，モニタリング 
連絡先：〒316-8511 茨城県日立市中成沢町 4-12-1 Tel:0294-38-5261,FAX:0294-38-5268 

 

図-1 Majuro 環礁 

©Spaceimaging  
Data: MIMRA  

表-1 使用データ一覧 

年代 画像種別 分解能(m)
1970 航空写真 0.3
1983 航空写真 0.3
2000 衛星画像 IKONOS 1.0, 4.0
2006 衛星画像 QuickBird 0.6, 2.4
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４．まとめ 

 評価方法は浸食や堆積が確認された地点を交えた代表点を抽出し、評価式を作成した。本分析ではローラ地区

における全 77 のデータより 33 点を抽出し，式-1 に示す評価式を作成した。回帰式を求める上での精度は表-3

に示す通りである． 

   (侵食の程度) = -0.382×X1 - 0.030×X2 - 0.019×X3 + 0.377×X4 + 0.618×X5 + 0.687×X6 - 0.121 ･････式(1) 

                         但し，説明変数は表-2の情報Noと各々次の形で対応している． 

X1：No1，X2：No2，X3：No3，X4：No4，X5：No5，X6：No6 

式(1)を用いて，侵食傾向を区分する値を検討した．表-4 に結果を示すが，±0.5 を閾値とすることにより，侵食

の程度を区分できることが分かった．この式は，地理情報を仮定的に設定した検討に用いることもでき，対象領

域内では一定の汎用性を有することになる．今後，ローラ地区以外の地域に式を適用し，評価プロセスとして拡

充して行く点を整理することが本研究の課題となる． 
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図-3 本研究で作成した地理情報(説明変数) 
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図-2 侵食/堆積の図 

表-2 各説明変数のランク値としての表現方法 

情報No 情報大項目 対象地点 情報小項目・説明 変数値

砂浜 1

レキ -1

裸地 -1

ココヤシ 0.5

在来植生(テリハボク等) 1

3 地盤高さ 陸域沿岸部 単位はm セル毎に抽出 (m)

4 後背地土地被覆 海岸線～周回道路 海岸線法線方向の緑被率 (%) セル毎に抽出 (%)

5 沿岸植生占有率 海に接した緑地セル 1970年から1983年までの変化率 (%) セル毎に抽出 (%)

6 沿岸植生占有率 海に接した緑地セル 1983年から2000年までの変化率 (%) セル毎に抽出 (%)

1 土地被覆情報 汀線近傍

2 土地被覆情報 陸域沿岸部

 

表-3 回帰式の精度 

回帰統計

重相関 R 0.850

重決定 R2 0.723

補正 R2 0.659

標準誤差 0.729

観測数 33

表-4 評価結果の一致率に関する検証 

閾値

判定結果 適 不適 適 不適 適 不適 適 不適 適 不適

データ個数 10 0 10 0 9 1 9 1 8 2

一致率

判定結果 適 不適 適 不適 適 不適 適 不適 適 不適

データ個数 5 1 3 3 3 3 2 4 1 5

一致率
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